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議第１８５号 

 

 

令和７年度村上市上水道事業会計補正予算（第２号） 

 

 

 （総   則） 

第１条 令和７年度村上市の上水道事業会計補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 （収益的収入及び支出） 

第２条 令和７年度村上市上水道事業会計予算（以下｢予算｣という。）第３条に定めた収益的収入及び支

出の予定額を次のとおり補正する。 

 

 （科   目）      （既決予定額）     （補正予定額）       （計） 

収   入 

 第１款 水道事業収益  １，１９２，５００千円      ２７千円  １，１９２，５２７千円 

  第２項 営業外収益    １４９，６０２千円      ２７千円    １４９，６２９千円 

支 出      

 第１款 水道事業費用  １，１８２，６００千円  △３，６６５千円  １，１７８，９３５千円 

  第１項 営業費用   １，１０３，３３０千円  △３，６６５千円  １，０９９，６６５千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第３条 予算第４条本文括弧書中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４９３，６７２千円は、

当年度分消費税等資本的収支調整額３９，９５７千円及び当年度分損益勘定留保資金４５３，７１５千

円」を「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額４１５，７０８千円は、当年度分消費税等資本

的収支調整額３２，２３４千円、過年度分損益勘定留保資金４１，０６３千円及び当年度分損益勘定留

保資金３４２，４１１千円」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 
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 （科   目）      （既決予定額）      （補正予定額）      （計） 

収   入 

 第１款 資本的収入   ６６２，２８３千円  △１００，２６１千円    ５６２，０２２千円 

第2項 出資金     １５，５５７千円       ７１２千円     １６，２６９千円 

第4項 工事補償金  ２７７，４５０千円  △１００，９７３千円    １７６，４７７千円 

支 出      

 第１款 資本的支出 １，１５５，９５５千円  △１７８，２２５千円    ９７７，７３０千円 

第１項 建設改良費  ７５４，９５５千円  △１７８，２２５千円    ５７６，７３０千円 

 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第４条 予算第８条、議会の議決を経なければ流用することのできない経費「（１）職員給与費 

１１１，９０８千円」を「（１）職員給与費１１２，５２０千円」に改め補正する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                令和 ７年１２月 ２日  提 出 

                       村 上 市 長  高 橋 邦 芳 

 

                令和 ７年１２月  日  議 決 

                       村上市議会議長  三 田 敏 秋 



















( )

( )

( )

※（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員（外書き）

給　与　費　明　細　書

5,152

比　　較 0 △ 141 △ 31

区　分

管 理 職 員 特 別
勤 務 手 当

退職手当負担金

補 正 前 10,207

補 正 後 10,066

　　　　　(千円)

5,121

賞 与 引 当 金
繰 入 額

　　　　　(千円) 　　　　　(千円)

1,713 528

比　　較 42 400 △ 204

区　分
寒 冷 地 手 当 通 勤 手 当

補 正 前 1,125

補 正 後 1,167

　　　　　(千円)

2,113 324

時間外勤務手当 住 居 手 当 特 殊 勤 務 手 当

　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円)

比　　較 378 0 △ 115 △ 31 805

7,872 985

補 正 前 408 1,260 9,531 7,903 180

勤 勉 手 当 児 童 手 当

　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円) 　　　　　(千円)

0

職
 
員
 
手
 
当
 
の
 
内
 
訳

区　分
扶 養 手 当 管 理 職 手 当 期 末 手 当

補 正 後 786 1,260 9,416

111,908
13

比　　　　　較
0

393 △ 749 1,103 747 △ 135 612

16,773 112,520
13

補　　正　　前
2

3,278 53,715 38,007 95,000 16,908

補　　正　　後
2

3,671 52,966 39,110 95,747

職員手当 計
　　　(千円) 　　　　(千円)

　　　(千円)　　　(千円)　　　(千円)　　　(千円)

１　一　般　職

(１)総　　括

区　　分
職 員 数

給　　　与　　　費

共 済 費 合　　計
　　(人)

報酬 給料
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期末手当増

勤勉手当増

101

106

(２)給料及び職員手当の増減額の明細

期末手当・勤勉手当支給率の改
正

382

397

896その他の増減分

1,103

職
　
員
　
手
　
当

△ 11,259

0

退職に伴う減

昇給に伴う増

0

0

昇格に伴う増

その他の増減

給与改定に伴う増減

異動に伴う増

異動に伴う減

採用に伴う増

394

10,982

異動増昇格に伴う増 143

制度改正に伴う
増減分

207

給
　
　
　
　
　
料

人

4

4

0

0

人

人

退職者

異動減その他の増減 △ 18

採用者 人
その他の増減分

△ 17,360

0

0

異動に伴う増

異動に伴う減

採用に伴う増

退職に伴う減

14,635

　　　　　　　　　　(千円)

給与改定に伴う
増減分

昇給に伴う増加分△ 749

区分
増 減 額

　　(千円)
説　　　　　　　　明 備　　考

1,851

0

△ 2,600

増 減 事 由 別 内 訳
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一般行政職 技能労務職 消　防　職

197,327199,418

　　　　　(円)　　　　　(円) 　　　　　(円)

229,386

－ － 230,979 － 268,015

199,418

230,979

－ －

　イ　初任給

高校卒

大学卒

一般行政職 技能労務職 消　防　職

区　分

　　　　　(円)

一 般 会 計 の 制 度

　　　　　(円)

371,808 － －

４６歳　０月 歳　　月 歳　　月

　　　　　(円)

４４歳　６月 歳　　月 歳　　月

343,500 － －

329,500 － －

352,333 － －

区　　　　　　　　　分 一般行政職 技能労務職 消　防　職

(３)給料及び職員手当の状況

　ア　職員１人当たりの給与

補　正　後

令和７年１１月１日現在

補　正　前

令和７年１月１日現在

平 均 給 料 月 額　(円)

平 均 給 与 月 額　(円)

平 　均 　年　 齢　(歳)

平 均 給 料 月 額　(円)

平 均 給 与 月 額　(円)

平 　均 　年　 齢　(歳)
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( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( )

( ) ( )

( ) ( ) ( ) ( ) ( ) ( )

※（　）内は、再任用短時間勤務職員（外書き）

　（級別の標準的な職務内容）

　ウ　級別職員数

職員数(人) 構成比(％)

技能労務職 消　防　職

級 職員数(人)級
区　　　分

一般行政職

５級

４級

２級

１級

３級

構成比(％) 級

５級 ６級

職員数(人) 構成比(％)

13

2

3

4

2

1

計

補　正　後

令和７年１１月１日
現　　在

６級
1

７級

7.7

15.4

23.1

30.7

15.4

7.7

100.0

４級

３級

２級

１級

４級

２級

５級

３級

１級

計 計

６級

補　正　前

令和７年１月１日
現　　在

７級

６級

５級

５級

1 7.7
４級 ５級

４級
2 15.4

３級

４級 ２級
5 38.4

３級

３級 １級
3 23.1

２級

1 7.7

１級

２級 １級

計 計

1 7.7

13 100.0
計

一般行政職 『　一　般　会　計　に　準　ず　る　』

３級 ２級 １級区　分 ５級 ４級７級 ６級
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※（　）内は再任用短時間勤務職員の支給期別支給率

同　　　じ

同　　　じ

同　　　じ

差　　異　　の　　内　　容一般会計の制度との異同

　エ　昇給

号給数別内訳

区　　　　　　分

13

３号給

４号給

６号給

合　　計
一般行政職

『　一　般　会　計　に　準　ず　る　』

補
　
正
　
後

補
　
正
　
前

号給数別内訳

支 給 率 等

区　　分

　カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続の者

(人)

２号給

３号給

比　　　率　　(Ｂ)／(Ａ)

(人)

(人)

４号給

６号給

(％)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(人)

(％)

職　員　数　　　　　(Ａ)

昇給に係る職員数　　(Ｂ)

１号給

２号給

比　　　率　　(Ｂ)／(Ａ)

職　員　数　　　　　(Ａ)

昇給に係る職員数　　(Ｂ)

１号給

13

技能労務職 消　防　職

代　表　的　な　職　種

12 12

1 1

10 10

1 1

92.3 92.3

13 13

12 12

12 12

補 正 後

区　分

92.3 92.3

　オ　期末・勤勉手当

補 正 前
( 1.200 )

１２月

( 1.250 )

2.300 2.300

一般会計
の 制 度 2.300

( 1.200 )

2.350

( 1.200 )

2.300

(月分) (月分)

( )1.200

支 給 期 別 支 給 率

( 2.450

( 2.450

( 1.250 )

2.350

６　月

)

4.650

支出率計(月分)
職務上の段階、職務の
級等による加算措置

)

4.650

( 2.400 )

4.600

その他の
加算措置等

5％～15％

5％～15％

5％～15％

備　考

33.27075 47.709 

備　考
　　　　(月分) 　　　　(月分) 　　　　(月分) 　　　　(月分)

25年勤続の者 35年勤続の者 最 高 限 度

区　分

扶養手当

住居手当

通勤手当

　キ　その他の手当

47.709 
定年前早期退職

特例措置
(2%～20%加算)

一 般 会 計
の　制　度
(支給率等)

24.586875
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注記 

 

Ⅰ．重要な会計方針 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

  (1) 有形固定資産 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

     ・主な耐用年数 

      建物        15 年～50 年 

      構築物       10 年～60 年 

      機械及び装置     8 年～15 年 

      車両運搬具      4 年～ 5 年 

      工具、器具及び備品  5 年～10 年 

  (2) 無形固定資産 

    ・減価償却の方法    定額法による。 

     ・主な耐用年数 

      ソフトウエア     5 年 

  (3) リース資産 

    ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

     リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 

 

２ 引当金の計上方法 

  (1) 退職給付引当金 

    職員の退職手当は、上水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する

普通負担金及び追加負担のうちの事前納付金を除き、一般会計がその全

部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。 

  (2) 賞与引当金及び法定福利費引当金 

    職員の期末・勤勉手当及びそれに係る法定福利費の支給に備えるため、

当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（12 月

から 3 月までの 4 か月分）を計上している。 

  (3) 貸倒引当金 

    債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不

能見込額を計上している。 

 

 ３ 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっている。 
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Ⅱ．リース契約により使用する固定資産に関する注記 

 １ リース取引の処理方法 

   リース料総額が 300 万円以上のファイナンス・リース取引については、

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

   リース料総額が 300 万円未満のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。 

 

Ⅲ．予定貸借対照表等関連 

 １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して

１年以内のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、

172,358 千円である。 

 

Ⅳ．その他の注記 

  新会計基準移行に係る経過措置 

 (1) みなし償却制度の廃止に伴う経過措置 

    平成２６年３月３１日において、償却資産の取得又は改良に充てるた

めの補助金等で現に資本剰余金として整理している額については、平成

２６年３月３１日以前に取得又は改良した資産で、取得又は改良した資

産と補助金等との対応関係を個別的に把握できる資産を除いたすべての

資産（ただし、補助金等を充てずに取得又は改良したことが明らかな資

産は除く。）を対象とした按分等の方法を用いて合理的に整理している。 

 

 



（単位：千円）

１

(１)給 水 収 益 830,424

(２)受 託 工 事 収 益 57,273

(３)その他営業収益 60,905 948,602

２

(１)原水及び浄水費 155,746

(２)配水及び給水費 127,322

(３)受 託 工 事 費 57,273

(４)総 係 費 120,401

(５)減 価 償 却 費 593,286

(６)資 産 減 耗 費 10,000

(７)その他営業費用 162 1,064,190

115,588

３

(１)受取利息及び配当金 250

(２)他 会 計 補 助 金 1,834

(３)長期前受金戻入 146,410

(４)雑 収 益 1,035 149,529

４

(１)
支払利息及び企業
債取扱諸費 66,100

(２)雑 支 出 66,100 83,429

32,159

５ 56 56

６ 155 155 △ 99

32,258

47,252

0

14,994

その他未処分利益剰余金変動額

営 業 損 失

営 業 外 収 益

営 業 費 用

当年度未処分利益剰余金

営 業 外 費 用

経 常 損 失

特 別 利 益

特 別 損 失

令和７年度　村上市上水道事業補正予算予定損益計算書
(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

当 年 度 純 損 失

前年度繰越利益剰余金

営 業 収 益
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（１）業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純損失 △ 32,258

減価償却費 593,286

貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 256

引当金の増減額（△は減少） △ 631

長期前受金戻入額 △ 146,410

受取利息及び配当金 △ 250

支払利息 66,100

固定資産除却費 10,000

固定資産売却損益（△は益） △ 1

未収金の増減額（△は増加） 10,464

未払金の増減額（△は減少） △ 12,053

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 886

前払金の増減額（△は増加） 37,700

前受金の増減額（△は減少） △ 7

その他流動資産の増減額（△は増加） 90

その他流動負債の増減額（△は減少） △ 90,096

小計 434,792

利息及び配当金の受取額 250

利息の支払額 △ 66,100

業務活動によるキャッシュ・フロー 368,942

（２）投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △ 513,746

固定資産の売却による収入 2

国庫補助金等による収入 △ 198

負担金等による収入 199,076

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 314,866

（３）財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 367,100

16,269

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 17,631

資金増加額（又は減少額） 36,445

資金期首残高 641,973

資金期末残高 678,418

一般会計からの出資による収入

（単位：千円）

令和７年度 村上市上水道事業会計予定キャッシュ・フロー計算書（間接法）

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

建設改良等の財源に充てるための企業債の
償還による支出

△ 401,000
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